2010年ストライキ批准の成立と闘争指令権確立宣言
　
　自治労は、第139回中央委員会において、臨時・非常勤等職員、公共サービス労働者を含むすべての公共サービス労働者の処遇改善と賃金の底上げをめざす2010春闘方針を確立した。さらに新しい自律的労使関係制度の開始と人勧制度の廃止を控え、春闘を１年の賃金・労働条件闘争のスタートとして位置づけ直すことを明確にし、「要求－交渉－妥結」のサイクルの確立を重視して取り組むことを確認した。

　世界金融危機から１年以上経った今も、日本経済に回復の兆しは見えず、労働者は雇用不安、将来不安に脅かされ続けている。しかし、経営側は総額人件費抑制を強く打ち出し、定昇凍結まで主張している。景気の底割れを防ぎ、デフレ経済から脱却するためにも、非正規を含むすべての労働者の賃金・労働条件の改善が不可欠である。

　こうしたなか、自治労は、２月15～22日をゾーンとし、全単組で「年間を通じて一波につき２時間を上限とするストライキを含む闘争体制」を確立する批准投票を実施した。その結果、本日、第２回拡大闘争委員会は、72.33％の批准率で闘争指令権が確立されたことを確認し、闘争指令権を中央闘争委員長に委譲することを決定した。

　地方財政の逼迫が続くなかで、自治体・公共サービス労働者を取り巻く環境は相変わらず厳しいといわざるを得ない。しかし、「地域主権」を掲げる政権の下、公共サービス基本法の制定も踏まえ、政府に対して地方分権改革、公共サービス基本法の具体化を求めるとともに、地方段階では、公共サービス基本条例の制定に取り組み、地域社会を支える公共サービスの再構築とそれを支える公共サービス労働者の役割を強く訴えていかなければならない。

　３月12日の全国統一行動日には、①生活向上のために賃金水準の維持・改善に努めること、②臨時・非常勤等職員の処遇改善に努めること、③ワーク・ライフ・バランスの具体化をはかること、④公共サービス基本法にのっとった施策を推進すること、以上４点の指標を掲げ、当局から前進回答を引き出すことをめざす。

　さらに、３月23日の総務大臣・人事院総裁回答にむけて全力をあげてたたかうとともに、回答日以降も組合員参加による全国一般・公共民間単組の解決促進にむけて支援を行い、要求から妥結に至るまで自治労一体となって春闘をたたかう。　

　自治労は、組合員の生活と権利を守り抜く１年間のたたかいの起点として2010春闘を位置づけ、諸要求の実現まで全組合員が一丸となってたたかい抜くことをここに宣言する。

　　　2010年２月25日

全日本自治団体労働組合　
第２回拡大闘争委員会　
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